
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [295,239円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [28.6%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,121,036円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

夕張市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：相次ぐ炭鉱閉山による人口の激減や高い高齢化率（H17年度末：40.3％）に加え、炭鉱に代わる産業の育成が進まなかった
ことなどにより、税収が伸び悩むなど財政基盤が脆弱な状況にあるため、財政力指数は類似団体の平均値を大きく下回っている。このた
め、歳入に見合った適正な歳出規模となるよう、抜本的に歳出の見直しを行なうため、平成14年度から「行財政正常化対策」に取組み、財
政の再建を進めてきたが、期待どおりの効果が発揮できずに、平成17年度決算において16億円を超える赤字を生じたところである。この
ため、法の下に財政再建を行なうこととし、平成19年3月に準用財政再建団体の指定を受けて、平成36年までの18年間に亘る財政の再建
に取り組むこととした。
経常収支比率：炭鉱閉山による人口の激減に比較して、職員数の削減の取組みが遅れたことから、人口比での職員数は類似団体平均
値を大きく上回り、結果として人件費の抑制は不十分であった。また、炭鉱閉山跡処理対策の社会基盤整備の財源として地方債に大きく
依存してきたことから、公債費が増大する一方、歳入においては、人口の激減から税収（地方交付税等含む）等経常一般財源が減少し、
経常収支比率は、全国で最も高い状況となった。今後は再建計画に基づき行財政運営を根底から見直し、早期に財政の健全化を図って
いく。
人口1人当たり人件費・物件費等決算額：炭鉱閉山による人口の激減に対して、人件費の計画的な抑制が不十分であったことに加え、
地理的要因により、多くの公共施設が各集落に点在しているため、維持補修費が嵩んでいる。今後は、再建計画に沿った退職者完全不

補充や多額の維持管理経費を要する施設の休廃止を行ない、歳出の抑制を図る。

実質公債費比率/人口1人当たり地方債現在高：炭鉱閉山後の社会基盤整備に多額の地方債を発行したが、実質公債費比率は類似団体
の中で最低水準にあるが、人口の減少に伴い、人口1人当たりの地方債現在高については多額になっている。今後は、公的資金の借換によ
る負担の軽減や新規の地方債の発行を抑制し、公債費負担の適正化を図る。
ラスパイレス指数/人口1,000人当たり職員数：平成16年度から行財政正常化対策に基づく職員の給与カット（給与月額で平成16年度　2%
平成17年度　3.5%）の実施により、類似団体の中で最低水準にある。今後も再建計画に基づき給与水準や各種手当の引下げにより、人件費
の抑制に努める。職員数についても、人口の激減に対して職員数の抑制が追いつかず、人口比での職員数は類似団体で最も多い状況にあ
ることから、今後、退職者の完全不補充により、普通会計部門に属する職員が平成22年度には103人（平成18年4月　269人）となるよう職員
数の削減を進めていく。


